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研究成果の概要：本研究では、ピア・サポート実践とソーシャルスキル教育実践をどのように

評価すべきなのかを、研究者や実践者にインタビューを重ねることによって明らかにした。研

究者が実践評価方法をお互いに検討しあい、評価モデルの３分類を得た。その３分類について

実践者にインタビューを重ね、対照群の設定に関して最も見解が分かれることが示された。そ

の問題の解決方策として、実践評価の相互対照群モデルを考案して提案した。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
2006 年度 900,000 0 900,000 

2007 年度 700,000 210,000 910,000 

2008 年度 900,000 270,000 1170,000 

年度  

  年度  

総 計 2500,000 480,000 2980,000 

 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：心理学・教育心理学 
キーワード：実践評価 ピア・サポート ソーシャルスキル 相互メタ評価 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究の研究代表者及び研究分担者は、い
じめ防止等のためのピア・サポート実践等を
小中学校に導入した経験をもち、その実践評
価研究も科学研究費補助金による研究とし
て行ってきた。また、ここ数年、本務校以外
の大学院院生の、心理教育プログラムを実施
して評価を行う調査研究の相談にも応じて
いる。 
 それらの研究は、子どもたちの抱える諸問
題への解決の一助となろうとする志のもと
になされているのだが、「研究のための実践
ではないか」との批判がなされることもある。 

たとえば、ニーズの把握や実施の際のきめ
細やかな対応、事後の評価とフィードバック

や補償実践が、必ずしも十分ではないことが
指摘されることがある。そこで、実践評価研
究のあり方の検討を行うこととした。 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は、心理学者や大学院で学ん
だ実践者などによって、学校で子どもたちに
実施されるピア・サポート実践とソーシャル
スキル教育の実践評価手法について、評価手
法そのものを相互に評価（相互メタ評価）す
ることにより、評価や実践のあり方を検討す
ることである。 
 具体的には、下記の４つの評価手法につい
て、実践評価者相互の評価（相互メタ評価）
を行う。 
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(1)ニーズ評価手法 
（学校・児童生徒の側のプログラム導入希望

やニーズを把握する手法） 
(2)プログラム導入の際のリスク評価手法
（導入前のインフォームド・コンセント等） 
(3)プログラムの効果評価手法 
（評価の時点設定や評価尺度や実施方法） 
(4)プログラム実施後の対応評価手法 
（フィードバックや補償実践） 
 

この検討により、これらの心理教育プログ
ラムを学校現場に導入しようとする際に、子
どもたちに最大限の利益をもたらし、負担を
最小限にするための実践的知見をまとめる
ことができると考える。 
 研究１では、このうち(3)に焦点をあてて
主に研究者へのインタビュー調査等を行っ
た。研究２では(1)～(4)のすべてについて、
実践者へのインタビュー調査等を行った。 
 
３．研究の方法 

日本国内で、心理教育プログラムの実践及
び評価を行っている研究者・実践者を訪問し、
実践の見学及び聴き取り調査を行う。 
 

研究１ 
(1)資料収集 
 以前、「ピア・サポート実践の多様性調査」
で調査を行った実践校について、実践報告や
論文などから精査を行う。 
(2)国内の実践校の訪問 
 (1)で選んだ学校を訪問し、ニーズ評価、
リスク評価、効果評価、対応評価に関する聴
き取り調査を予備的に行う。評価者（実践者
本人あるいは協力している独立した評価者）
がその評価に関する暗黙知を十分に言語化
していない場合もあると考えられるので、聴
き取りを複数回行う。聴き取りの回を重ねた
場合には、他の実践からの示唆も伝えるなど
して、暗黙の実践知の明示化をうながす。 
(3)海外の実践者・研究者との検討 
 国際行動発達学会（2006 年７月メルボル
ン）において、ピア・サポート実践評価に関
する発表を行い、イタリアや英国の実践者・
研究者と意見交換を行う。来日した H.コウイ
教授と実践評価に関する検討会を行う。 
(4)実践にとって理想的と思われる評価手法
の考案 
 調査を行うなかで、各実践者と議論を深め、
今後の実践にとって理想的と思われる評価
手法を考案する。 
 

研究２ 
研究１の調査結果に基づき、多様な評価ポ

リシーや評価手法に関するモデルを作成す
る。そのモデルに基づいて質問項目を作成し、
ピア・サポート実践やソーシャル･スキル教

育の運用経験者による相互メタ評価につい
ての面接調査を行う。また、実践者の回答の
特徴を明らかにするために、大学院院生など
の実践運用未経験者などを対象に同じ質問
項目で面接調査を行い、それぞれの知見を総
合的に考察する。 
(1)質問項目の作成 
 研究１に基づき、質問項目を作成する。各
実践の評価の方法や内容に関するモデルを
もとに、それぞれの評価方法に関するメリッ
トとデメリット、及びそのデメリットに対処
する方法を尋ねる。ピア・サポート実践とソ
ーシャル･スキル教育の双方に共通の質問項
目とともに、各実践に固有の内容にかかわる
質問項目も準備する。 
(2)面接調査の実施 
 実践者に、評価手法と内容に関するインタ
ビューを行う。最適な評価方法に至るための
観点を聞き取る。 
(3)研究結果の発表 
 ピア・サポート実践とソーシャル･スキル
教育のそれぞれについて、まずは独立に評価
方法と内容に関する評価の検討を行い、知見
をまとめる。そのうえで、両実践での異同を
論じ学会等で発表する。 
 
４．研究成果 
 研究の主な成果を、研究１と研究２に分け
て記述する。 

研究１ 
研究１については、下記のような成果を得

ることができた。時期はすべて 2006 年度。 
(1)資料収集 
①香川大学教育学部附属教育実践総合セン
ター主催公開シンポジウムにて収集。 
（香川大学 11 月） 

②小教研養護部会自主研修会（鳥取 １月）
鳥取大学附属小中学校・金沢市立北鳴中学
校からの報告にて収集。 

(2)実践校の訪問と調査実施 
①児童と保護者の実践評価のズレに関する
調査（鳥取での調査）を実施した。 

②実践の効果に関するピア･サポーターから
の聞き取り調査（鳥取と大阪での調査）。 

(3)諸外国の研究者・実践者からの聞取など 
①国際行動発達学会（メルボルン ７月）に
研究代表者・研究分担者ともに研究発表し
聞取調査及び学校見学をした。 

②日本学校教育相談学会・日本ピア･サポー
ト学会共催『国際交流シンポジウム＆ワー
クショップ・イン・東京』（東京 ８月）「よ
りよい人間関係をつくるコミュニケーシ
ョン技法」をヘレン・カウイ教授と担当。 

③ダグマー・ストロマイヤ博士からの評価手
法に関する聞き取りおよび意見交換（大阪
教育大学 11 月）。 

(4)実践にとって理想的と思われる評価手法



の考案 
 聴き取り調査の前提となる実践評価モデ
ルの構築と検討を十分に行い、「時間比較モ
デル」「回顧比較モデル」「グループ比較モデ
ル」という実践評価モデルの３類型を見出し、
さらなる検討と精緻化を行った。 
 

研究２ 
聴き取り調査は、関連学会のなかで集団的

に討議する場を得ることができ、実践評価モ
デルの検討とともに、実践知の聴き取りがで
きた。以下は、2007 年度から 2008 年度にか
けて行った。 
(1)質問項目の作成 

質問項目の作成のために、実践評価モデル
の構築と妥当性の検討（研究者及び実践者と
の意見交換）を行った。 
①英国のサリー大学のヘレン・カウイ教授と

ともに、実践評価モデルを精緻化した。 
②欧州発達心理学会にて、ポール・ネイラー

博士、ディーター・ボルケ教授らと実践評
価に関して議論した。 

③東京大学、兵庫教育大学にて、実践評価モ
デルの検討をし、特に、統計技法に関連す
る助言を得た。 

(2)面接調査の実施 
①日本ピア・サポート学会第６回総会にて、

ピア・サポートの実践者や研究者と実践評
価に関する議論を行った。 

②岐阜大学で、大学院生の実践評価に関する
意見を求め、繰り返し議論を行った。 

③群馬県、大阪府、香川県などの実践者にイ
ンタビュー調査を繰り返し行った。 

(3)研究成果の発表 
インタビュー調査の結果をまとめ、発表準

備中である。 
 

最後に、本研究から得られた成果の国内外
における位置づけとインパクト及び今後の
展望について述べる。 
 本研究の成果は、ピア・サポートの専門誌
に招待論文（査読有）として掲載され、ピア・
サポートに関する書籍の中でも引用された。 

インタビュー調査の成果が国際学会にお
いて発表され、各国の研究者と議論する際の
話題となった。現在仕上げの段階にある論文
も、同様に発表していく予定である。 
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